
JP 2009-253284 A 2009.10.29

(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】電子デバイス及びベース絶縁層の両方に損傷を
与えることなく、電子デバイスをベース絶縁層から回収
する方法を提供する。
【解決手段】電子デバイス１８に第１の金属層２４を適
用する段階であって、電子デバイス１８は１以上のＩ／
Ｏコンタクト２３を含み、第１の金属層２４はＩ／Ｏコ
ンタクト２３の表面上に配置される段階と、電子デバイ
ス１８に取外し可能な層２６を適用する段階とを含んで
いる。取外し可能な層２６は第１の金属層２４に隣接し
て配置される。電子デバイス１８又はベース絶縁層１０
に接着剤層１６が適用される。接着剤層１６を用いて電
子デバイス１８はベース絶縁層１０に固定される。第１
の金属層２４及び取外し可能な層２６は電子デバイス１
８とベース絶縁層１０との間に配設される。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　相互接続構造体の製造方法であって、
電子デバイス１８に第１の金属層２４を適用する段階であって、電子デバイス１８は１以
上のＩ／Ｏコンタクト２３を含み、第１の金属層２４はＩ／Ｏコンタクト２３の表面上に
配置される段階と、
電子デバイス１８に取外し可能な層２６を適用する段階であって、取外し可能な層２６は
第１の金属層２４に隣接して配置される段階と、
電子デバイス１８又はベース絶縁層１０に接着剤層１６を適用する段階と、
接着剤層１６を用いて電子デバイス１８をベース絶縁層１０に固定する段階であって、第
１の金属層２４及び取外し可能な層２６は電子デバイス１８とベース絶縁層１０との間に
配設される段階と
を含んでなる方法。
【請求項２】
　取外し可能な層２６及び第１の金属層２４が、電子デバイス１８に損傷を与えることな
く、ベース絶縁層１０に損傷を与えることなく、或いは電子デバイス１８及びベース絶縁
層１０の両方に損傷を与えることなく、電子デバイス１８をベース絶縁層１０から回収す
ることを可能にする、請求項１記載の方法。
【請求項３】
　請求項１記載の方法において、取外し可能な層２６及び第１の金属層２４の各々が電子
デバイス１８の最高損傷閾値温度より低い融点又は軟化点を有し、当該方法がさらに
取外し可能な層２６及び第１の金属層２４をその融点又は軟化点より高いが電子デバイス
１８の最高損傷閾値温度より低い温度に暴露する段階と、
電子デバイス１８をベース絶縁層１０から取り外す段階と
を含む、方法。
【請求項４】
　請求項１記載の方法において、取外し可能な層２６及び第１の金属層２４の各々がベー
ス絶縁層１０の最高損傷閾値温度より低い融点又は軟化点を有し、当該方法がさらに
取外し可能な層２６及び第１の金属層２４をその融点又は軟化点より高いがベース絶縁層
１０の最高損傷閾値温度より低い温度に暴露する段階と、
電子デバイス１８をベース絶縁層１０から取り外す段階と
を含む、方法。
【請求項５】
　さらに、第２の金属層２５を第１の金属層２４の表面に適用する段階であって、第２の
金属層２５は取外し可能な層２６に隣接して配置される段階を含む、請求項１記載の方法
。
【請求項６】
　取外し可能な層６、第１の金属層２４及び第２の金属層２５が、電子デバイス１８に損
傷を与えることなく、ベース絶縁層１０に損傷を与えることなく、或いは電子デバイス１
８及びベース絶縁層１０の両方に損傷を与えることなく、電子デバイス１８をベース絶縁
層１０から回収することを可能にする、請求項５記載の方法。
【請求項７】
　請求項５記載の方法において、取外し可能な層２６、第１の金属層２４及び／又は第２
の金属層２５の各々が電子デバイス１８の最高損傷閾値温度より低い融点又は軟化点を有
し、当該方法がさらに
取外し可能な層２６、第１の金属層２４及び／又は第２の金属層２５をその融点又は軟化
点より高いが電子デバイス１８の最高損傷閾値温度より低い温度に暴露する段階と、
電子デバイス１８をベース絶縁層１０から取り外す段階と
を含む、方法。
【請求項８】
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　請求項５記載の方法において、取外し可能な層２６、第１の金属層２４及び／又は第２
の金属層２５の各々がベース絶縁層１０の最高損傷閾値温度より低い融点又は軟化点を有
し、当該方法がさらに
取外し可能な層２６、第１の金属層２４及び／又は第２の金属層２５をその融点又は軟化
点より高いがベース絶縁層１０の最高損傷閾値温度より低い温度に暴露する段階と、
電子デバイス１８をベース絶縁層１０から取り外す段階と
を含む、方法。
【請求項９】
　相互接続構造体の製造方法であって、
ベース基板８０に第１の金属層８６を適用する段階であって、ベース基板８０は１以上の
コンタクトパッド８３を含み、第１の金属層８６はコンタクトパッド８３の表面上に配置
される段階と、
ベース基板８０に取外し可能な層８８を適用する段階であって、取外し可能な層８８は第
１の金属層８６に隣接して配置される段階と、
電子デバイス９０上に配置されたＩ／Ｏコンタクト９４を導電性要素９６によって１以上
のコンタクトパッド８３に電気的に接続する段階であって、導電性要素９６は第１の金属
層８６に固定される段階と、
電子デバイス９０とベース基板８０との間にアンダーフィル層９８を適用する段階と
を含んでなる方法。
【請求項１０】
　請求項９記載の方法において、取外し可能な層８８及び第１の金属層８６の各々がベー
ス基板８０の最高損傷閾値温度より低い融点又は軟化点を有し、当該方法がさらに
取外し可能な層８８及び第１の金属層８６をその融点又は軟化点より高いがベース基板８
０の最高損傷閾値温度より低い温度に暴露する段階と、
電子デバイス９０をベース基板８０から取り外す段階と
を含む、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、相互接続構造体の作製に関する実施形態を含んでいる。本発明の実施形態は
相互接続構造体からチップ又は他の電気部品を回収する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　印刷回路板、基板、相互接続構造体又はたわみ回路上への半導体チップ、個別受動素子
、ＢＧＡキャリヤ又は他の電気素子のような電子デバイスの結合は、一般にはんだ又は接
着剤を用いて行われる。エリアアレイはんだ取付けアセンブリでは、電気的接続は温度を
上昇させてはんだをリフローさせることで行われ、冷却後にはんだは凝固する。電子デバ
イスの熱膨張率（ＣＴＥ）がそれを取り付ける基板のＣＴＥと緊密に整合していない用途
では、熱サイクリングがはんだ継手に応力を加え、はんだの疲労破損を引き起こすことが
ある。この問題を解消するための１つの方法は、充填材入りエポキシ樹脂のようなポリマ
樹脂アンダーフィルではんだ継手を包んではんだ継手の応力除去を行うことである。部品
の１以上の側面に液状樹脂をディスペンスし、毛管作用で樹脂を部品の下方に流すことで
、これらのアンダーフィルを適用できる。
【０００３】
　高温（例えば２００℃）への暴露に敏感な電子デバイスには、高温熱可塑性樹脂結合剤
を使用すべきでない。さらに低温熱可塑性樹脂は、硬化のような後の加工段階或いはそれ
の融解温度又は軟化温度を超える特定の組立段階に暴露することができない。その結果、
かかる電子デバイスの加工では熱硬化性樹脂系接着剤が使用される。熱硬化性樹脂系接着
剤は比較的低い温度（＜２００℃）で硬化させることができ、しかも後続の加工段階中又
は使用環境中においては高温で安定だからである。その上、ゼロ応力点は結合温度で確定
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され、結合温度が低いほど正規動作温度における相互接続アセンブリ中の応力は低下する
ので、低温接着及び結合が好ましい場合がある。
【０００４】
　複数の電子デバイスが共通の基板に取り付けられ、はんだ取付け及びアンダーフィル硬
化後に１つのデバイスに欠陥のあることが判明した場合には、欠陥のあるデバイスを取り
外して新しい部品と交換し、かくして基板及び基板上に配置された他の電子デバイスを回
収することが一般に望ましい。熱硬化性アンダーフィル樹脂の使用に係る問題は、熱硬化
性樹脂が正規加工温度で再融解せず、したがって欠陥のある電子デバイスを取り外すこと
ができないので回路全体を廃棄しなければならないことである。それゆえに、低加工温度
かつ低応力の熱硬化性樹脂系接着剤の使用は補修不可能な加工段階をもたらす。さらに、
再融解可能かつ再加工可能な熱可塑性樹脂系接着剤は高温加工を必要とすることがあり、
ある種の用途には適合しない高応力構造体を生じることがある。
【０００５】
　さらに、相互接続構造体を電子部品の表面に直接取り付ける埋込みチップ用途でも同様
な問題が起こる。これらの用途では、電子部品を相互接続構造体に結合するための熱可塑
性樹脂系接着剤の使用は、高い熱可塑性樹脂融解温度のため構造体に過大な応力を加える
か、或いは低い熱可塑性樹脂融解温度のため部品の動作温度及び／又は組立温度に厳しい
制限を課する。加えて、熱可塑性樹脂系接着剤はチップ－フィルム結合時に液体に変わり
、加工中にチップを移動させることがある。これらの用途における熱硬化性樹脂系接着剤
の使用は応力を低減させると共に動作及び組立温度範囲を増大させるが、電子部品の回収
は不可能でないにせよ極めて困難になる。
【０００６】
　エンベッデッド・チップ・ビルドアップ（ＥＣＢＵ）又はチップス・ファースト・ビル
ドアップ（ＣＦＢＵ）技術といわれる現行の埋込みチッププロセスでは、裸のチップが外
周又は周辺のＩ／Ｏパッド或いは上面に分布したＩ／Ｏパッドのアレイを用いて高密度相
互接続構造体中にパッケージされ、はんだ継手又はワイヤボンドの必要がない。ＥＣＢＵ
又はＣＦＢＵプロセスを使用すれば、印刷回路板のような回路板レベルアセンブリに適合
する大きいコンタクトパッドに複雑な半導体チップを相互接続するチップキャリヤを形成
できる。これらのハイエンドチップは数百ドルの価格を有することがある。すべての複雑
な相互接続構造体は短絡及び／又は開路のような加工欠陥を有するので、これらは固有の
歩留り低下も有する。通常のフリップチップ又はワイヤボンド型チップキャリヤアセンブ
リでは、高価なチップをアセンブルする前に相互接続構造体は完全に作製されかつ電気的
に試験される。したがって、欠陥のある相互接続構造体が高価なチップの損失引き起こす
ことはない。ＥＣＢＵプロセスでは、チップは相互接続構造体の作製前に相互接続構造体
に結合されるので、良いチップが不良チップと共に廃棄される可能がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】米国特許第４，６３０，０９６号明細書
【特許文献２】米国特許第４，７２２，９１４号明細書
【特許文献３】米国特許第４，７８３，６９５号明細書
【特許文献４】米国特許第４，８９４，１１５号明細書
【特許文献５】米国特許第４，９０１，１３６号明細書
【特許文献６】米国特許第４，９１８，８１１号明細書
【特許文献７】米国特許第４，９３３，０４２号明細書
【特許文献８】米国特許第４，９８１，８１１号明細書
【特許文献９】米国特許第５，１６９，６７８号明細書
【特許文献１０】米国特許第５，１６９，９１１号明細書
【特許文献１１】米国特許第５，３５３，１９５号明細書
【特許文献１２】米国特許第５，３５３，４９８号明細書
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【特許文献１３】米国特許第５，３６６，９０６号明細書
【特許文献１４】米国特許第５，４５２，１８２号明細書
【特許文献１５】米国特許第５，４９７，０３３号明細書
【特許文献１６】米国特許第５，５２７，７４１号明細書
【特許文献１７】米国特許第５，８６６，９５２号明細書
【特許文献１８】米国特許第５，８８８，８３７号明細書
【特許文献１９】米国特許第５，９４６，５４６号明細書
【特許文献２０】米国特許第６，２３９，４８２号明細書
【特許文献２１】米国特許第６，２３９，９８０号明細書
【特許文献２２】米国特許第６，２４２，２８２号明細書
【特許文献２３】米国特許第６，３９６，１５３号明細書
【特許文献２４】米国特許第６，４７５，８７７号明細書
【特許文献２５】米国特許第６，４８９，１８５号明細書
【特許文献２６】米国特許第６，５０６，６３２号明細書
【特許文献２７】米国特許第６，５０６，６３３号明細書
【特許文献２８】米国特許第６，５４８，８９６号明細書
【特許文献２９】米国特許第６，５５５，９０６号明細書
【特許文献３０】米国特許第６，５８６，８２２号明細書
【特許文献３１】米国特許第６，７１３，８５９号明細書
【特許文献３２】米国特許第６，７３４，５３４号明細書
【特許文献３３】米国特許第６，７４９，７３７号明細書
【特許文献３４】米国特許第６，８２５，０６３号明細書
【特許文献３５】米国特許第６，８３８，７７６号明細書
【特許文献３６】米国特許第６，８９４，３９９号明細書
【特許文献３７】米国特許第６，９９１，９６６号明細書
【特許文献３８】米国特許第６，９９４，８９７号明細書
【特許文献３９】米国特許第７，００７，３５６号明細書
【特許文献４０】米国特許第７，０７８，７８８号明細書
【特許文献４１】米国特許第７，１７０，１６２号明細書
【特許文献４２】米国特許第７，１８３，６５８号明細書
【特許文献４３】欧州特許第１４７４９５９号明細書
【特許文献４４】欧州特許出願公開第１６１７７１４号明細書
【特許文献４５】国際公開第０３／０６５７７８号パンフレット
【特許文献４６】国際公開第２００４／０７７９０２号パンフレット
【特許文献４７】国際公開第２００４／０７７９０３号パンフレット
【特許文献４８】国際公開第２００５／０２７６０２号パンフレット
【特許文献４９】国際公開第２００６／０１３２３０号パンフレット
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　一実施形態では、本発明は相互接続構造体の製造方法を提供する。電子デバイスに第１
の金属層が適用される。電子デバイスは１以上のＩ／Ｏコンタクトを含み、第１の金属層
はＩ／Ｏコンタクトの表面上に配置される。電子デバイスに取外し可能な層が適用される
。取外し可能な層は第１の金属層に隣接して配置される。電子デバイス又はベース絶縁層
に接着剤層が適用される。接着剤層は電子デバイスをベース絶縁層に固定する。第１の金
属層及び取外し可能な層は電子デバイスとベース絶縁層との間に配設される。
【０００９】
　一実施形態では、相互接続構造体の製造方法はベース基板に第１の金属層を適用するこ
とを含んでいる。ベース基板は１以上のコンタクトパッドを含み、第１の金属層はコンタ
クトパッドの表面上に配置される。ベース基板上に取外し可能な層が配設される。取外し
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可能な層は第１の金属層に隣接して配置される。導電性要素により、電子デバイス上に配
置されたＩ／Ｏコンタクトがコンタクトパッドに電気的に接続される。導電性要素は第１
の金属層に固定される。電子デバイスとベース基板との間にアンダーフィル層が配設され
る。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１(ａ)～(ｄ)は、本発明の一実施形態に従ってベース絶縁層に結合される電子
デバイスの概略側面図である。
【図２】図２(ａ)～(ｂ)は、本発明の別の実施形態に係る電子デバイスの概略側面図であ
る。
【図３】図３(ａ)～(ｂ)は、本発明の別の実施形態に従ってベース絶縁層に結合される電
子デバイスの概略側面図である。
【図４】図４(ａ)はフレームパネルの上面図であり、図４(ｂ)はフレームパネルの概略側
面図である。
【図５】図５(ａ)～(ｂ)は、本発明の別の実施形態に従ってベース絶縁層に結合されるフ
レームパネルの概略側面図であり、図５(ｃ)は、本発明の別の実施形態に従ってベース絶
縁層上のフレームパネル内に結合される電子デバイスの概略側面図である。
【図６】図６(ａ)～(ｄ)は、本発明の別の実施形態に従ってフレームパネル内でベース絶
縁層に結合される電子デバイスの概略側面図である。
【図７】図７(ａ)～(ｄ)は、本発明の別の実施形態に従ってベース絶縁層に結合される電
子デバイス及びフレームパネルの概略側面図である。
【図８】図８(ａ)～(ｄ)は、本発明の一実施形態に従ったベース絶縁層のバイア形成及び
金属被覆を示す概略側面図である。
【図９】図９(ａ)～(ｂ)は、本発明の別の実施形態に従って相互接続層に結合される追加
のベース絶縁層の概略側面図であり、図９(ｃ)～(ｄ)は、本発明の別の実施形態に従った
追加のベース絶縁層のバイア形成及び金属被覆を示す概略側面図である。
【図１０】図１０は、本発明の別の実施形態に係る相互接続アセンブリの概略側面図であ
る。
【図１１】図１１(ａ)は、本発明の別の実施形態に係る相互接続基板の概略側面図であり
、図１１(ｂ)は、本発明の別の実施形態に従って相互接続基板上に配置する前の２つのチ
ップスケール電子デバイスの概略側面図であり、図１１(ｃ)は、本発明の別の実施形態に
従って相互接続基板上に実装された２つのチップスケール電子デバイスの概略側面図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明は、電気部品又は相互接続構造体の作製に関する実施形態を含んでいる。本発明
はまた、該部品からチップ又は他の電気デバイスを回収する方法に関する実施形態も含ん
でいる。本方法は、欠陥のある相互接続構造体又はパッケージから無損傷の電子デバイス
（例えばチップ）を回収することを可能にする。本方法は、樹脂アンダーフィル又は他の
埋込みチップ技術を伴うプロセスにおいて有用であり得る。そして、本方法は、相互接続
構造体又はパッケージからの電子デバイスの回収が望ましい用途において使用できる。
【００１２】
　電子部品は、第１の表面及び第２の表面を有するベース絶縁層並びに第１の表面及び第
２の表面を有する電子デバイスを含むことができる。電子デバイスはベース絶縁層に固定
される。電子デバイスの第１の表面及びベース絶縁層の第２の表面によって容積が画成さ
れる。かかる容積中には、接着剤層、第１の金属層及び取外し可能な層が存在し得る。任
意には、かかる容積中に他の層及び材料を配設することができる。例えば、第２の金属層
を容積中に配設できる。
【００１３】
　ベース絶縁層に関しては、使用に適する材料には、ポリイミド、ポリエーテルイミド、
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ベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、液晶ポリマ、ビスマレイミド－トリアジン樹脂（ＢＴ樹
脂）、エポキシ樹脂及びシリコーンの１種以上がある。ベース絶縁層として使用するため
の好適な市販材料には、ＫＡＰＴＯＮ Ｈポリイミド又はＫＡＰＴＯＮ Ｅポリイミド（Ｅ
．Ｉ．ｄｕ Ｐｏｎｔ ｄｅ Ｎｅｍｏｕｒｓ ＆ Ｃｏ．製）、ＡＶポリイミド（鐘淵化学
工業株式会社製）、ＵＰＩＬＥＸポリイミド（宇部興産株式会社製）及びＵＬＴＥＭポリ
エーテルイミド（Ｇｅｎｅｒａｌ Ｅｌｅｃｔｒｉｃ Ｃｏｍｐａｎｙ製）がある。例示さ
れる実施形態では、ベース絶縁層はＫＡＰＴＯＮ Ｈポリイミドとして完全に硬化してい
る。
【００１４】
　ベース絶縁層は、相互接続構造体、たわみ回路、回路板又は他の構造体を形成し得る。
相互接続構造体は、１以上の電子デバイスを実装して相互接続することができる。一実施
形態について述べれば、ベース絶縁層に関する選択特性には、加工中の寸法変化を最小に
する弾性率、熱膨張率及び湿度膨張率がある。たわみ性を維持するためには、ベース絶縁
層の厚さを最小化すればよい。ベース絶縁層は、任意には第１及び第２の表面上に金属被
覆層を支持しかつ後続の加工段階を通じて寸法安定性を維持するために十分な（厚さ、支
持構造又は材料特性に由来する）剛性を有していなければならない。
【００１５】
　ベース絶縁層の厚さに関しては、好適な厚さは最終用途、電子デバイスの数やタイプな
どに関連して選択できる。厚さは約１０マイクロメートルを超え得る。厚さは約５０マイ
クロメートル未満であり得る。一実施形態では、ベース絶縁層は約１０～約２０マイクロ
メートル、約２０～約３０マイクロメートル、約３０～約４０マイクロメートル、約４０
～約５０マイクロメートル又は約５０マイクロメートルを超える範囲内の厚さを有する。
ベース絶縁層が回路板である一実施形態に関しては、その好適な厚さは回路板内の層の数
に基づくことができる。回路板の層の数は一般に約２～約５０又はそれ以上の範囲内にあ
り、各層は約１００マイクロメートルの厚さを有する。
【００１６】
　接着剤層は熱硬化性樹脂系接着剤である。好適な接着剤の例には熱硬化性ポリマがある
。好適な熱硬化性ポリマには、エポキシ樹脂、シリコーン、アクリル樹脂、ウレタン樹脂
、ポリエーテルイミド及びポリイミドがある。好適な市販の熱硬化性樹脂系接着剤には、
ＣＩＢＡ ＧＥＩＧＹ ４１２（Ｃｉｂａ Ｇｅｉｇｙ社製）、ＡＭＯＣＯ ＡＩ－１０（Ａ
ｍｏｃｏ Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製）及びＰＹＲＥ－ＭＩ（Ｅ．Ｉ
．ｄｕ Ｐｏｎｔ ｄｅ Ｎｅｍｏｕｒｓ ＆ Ｃｏ．製）のようなポリイミドがある。ＣＩ
ＢＡ ＧＥＩＧＹ ４１２は約３０６℃のガラス転移温度を有している。他の好適な接着剤
には、熱可塑性接着剤、水硬化接着剤、空気硬化接着剤及び放射線硬化接着剤がある。
【００１７】
　接着剤層は、ベース絶縁層表面上に約５マイクロメートルを超える厚さをもった層を形
成するように適用すればよい。一実施形態では、接着剤層は約５～約１０マイクロメート
ル、約１０～約２０マイクロメートル、約２０～約３０マイクロメートル、約３０～約４
０マイクロメートル、約４０～約５０マイクロメートル又は約５０マイクロメートルを超
える範囲内の厚さを有する。
【００１８】
　接着剤層は、スピンコーティング、スプレーコーティング、ローラコーティング、メニ
スカスコーティング、スクリーン印刷、ステンシリング、パターンプリント堆積、ジェッ
ティング又は他のディスペンス方法によってベース絶縁層に適用できる。一実施形態では
、接着剤はドライフィルムラミネーションによって適用される。接着剤層は、ベース絶縁
層の第２の表面を部分的又は完全に覆うように適用できる。例えば、接着剤層は、電気接
点パッド又は電気試験パッドのようなベース絶縁層表面上の他の領域を未被覆のままに保
ちながら、電子デバイス実装部位のようなベース絶縁層表面上の選択部位に適用すればよ
い。これは、ジェッティングのような直接ディスペンスシステムによって、或いは回路板
、基板又は部品上にはんだマスク樹脂を選択的に適用するために使用するステンシル又は
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スクリーン印刷標準組立加工段階によって達成できる。直接ディスペンスプロセスは約５
０マイクロメートル未満の厚さをもった層を堆積させることができ、スクリーン印刷技法
は約５０マイクロメートルを超える厚さをもった堆積層を形成することができる。
【００１９】
　接着剤層は、取外し可能な層並びに第１及び第２の金属層を電子デバイスに適用した後
に電子デバイスに適用することができる。したがって、接着剤層は取外し可能な層の表面
並びに第１及び第２の金属層の表面に適用できる。一実施形態では、接着剤層を液体状態
で電子デバイス上に堆積させて乾燥することができる。接着剤層は、液体状態のものを単
独で適用してもよいし、或いは（例えば、溶剤と混合して）溶液の一部として堆積させて
もよい。一実施形態では、好適な液状の熱硬化性ポリマは、６６．４重量％のＮ－ｍｐ、
０．５９重量％の０．１％ＦＣ ４３０（登録商標）（３Ｍ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎから
商業的に入手できる界面活性剤）溶液及び８．３重量％のＤＭＡＣからなる溶液中に２４
．８重量％のＣＩＢＡ ＧＥＩＧＹ ４１２を含み得る。この材料の液滴を、約２００～約
１０００マイクロメートルのコーティングを形成するのに十分な量で電子デバイス上にデ
ィスペンスすればよい。接着剤層溶液を堆積させた後、相次ぐ一連の熱処理段階（例えば
、約１５０℃で１０～２０分間、約２２０℃で１０～２０分間、及び約３００℃で１０～
２０分間）で乾燥すればよい。熱処理段階の数及び時間並びに使用する温度は、使用する
特定の熱硬化性ポリマ又は他の材料に依存する。このような乾燥手順は熱硬化性樹脂系接
着剤溶液から溶剤を除去し、電子デバイス上に接着剤の完全に乾燥した層を残す。熱硬化
性ポリマは完全に架橋し、もはや溶剤溶液に溶解せず、極度に高い温度に暴露しなければ
軟化しない。
【００２０】
　電子デバイスをベース絶縁層に結合又は固定するため、必要ならば接着剤層を完全に硬
化させることができる。取外し可能な層並びに第１及び第２の金属層の融解温度より低い
硬化温度を使用すべきである。
【００２１】
　一実施形態では、取外し可能な層は熱可塑性ポリマを含んでいる。取外し可能な層を形
成するのに使用するための好適な熱可塑性ポリマには、特に限定されないが、ポリオレフ
ィン、ポリイミド、ポリエーテルイミド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルス
ルホン、シリコーン、シロキサン及びエポキシ樹脂を含む熱可塑性樹脂がある。好適な熱
可塑性ポリマの例には、（Ｃｉｂａ Ｇｅｉｇｙ社から商業的に入手できる）ＸＵ ４１２
、ＧＥ Ｐｌａｓｔｉｃｓ社製のポリエーテルイミド樹脂であるＵＬＴＥＭ １０００及び
ＵＬＴＥＭ ６０００、Ｖｉｃｔｒｅｘ社から商業的に入手できるポリエーテルエーテル
ケトンであるＶＩＴＲＥＸ、Ｃｉｂａ Ｇｅｉｇｙ社から商業的に入手できるポリエーテ
ルスルホンであるＸＵ ２１８、並びにＵｎｉｏｎ Ｃａｒｂｉｄｅ社から商業的に入手で
きるポリエーテルスルホンであるＵＤＥＬ １７００がある。
【００２２】
　取外し可能な層を電子デバイスに適用するための好適な方法には、スプレーコーティン
グ、スピンコーティング、ロールコーティング、メニスカスコーティング、漬け塗り、ト
ランスファコーティング、ジェッティング、液滴ディスペンシング、パターンプリント堆
積及びドライフィルムラミネーティングがある。取外し可能な層は約５マイクロメートル
を超える厚さを有し得る。一実施形態では、取外し可能な層は約５～約１０マイクロメー
トル、約１０～約２０マイクロメートル、約２０～約３０マイクロメートル、約３０～約
４０マイクロメートル、約４０～約５０マイクロメートル又は約５０マイクロメートルを
超える範囲内の厚さを有する。別の実施形態では、取外し可能な層は約１００マイクロメ
ートル未満の厚さを有する。
【００２３】
　取外し可能な層は、電子デバイスが単一部品形態にある間に電子デバイスに適用でき、
或いは電子デバイスがパネル又はウェーハ状態にある時に電子デバイスに適用できる。例
えば、電子デバイスが半導体チップであれば、取外し可能な層はウェーハレベルで適用す
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るか、或いはウェーハ加工の完了後かつウェーハソーイング後に適用することができる。
ウェーハは、半導体ウェーハダイシング装置を用いて２以上の個別チップに切断し得る。
チップを水洗することでソーイング破片を除去できる。別法として、取外し可能な層はウ
ェーハソーイング後の個片切断チップ上に直接適用することもできる。取外し可能な層が
ウェーハレベルで適用されるならば、それはスピンコーティング又はスプレーコーティン
グによって１つのウェーハ上に堆積させることができる。取外し可能な層が個片切断チッ
プに適用されるならば、スプレーコーティング又は液滴ディスペンシングによって取外し
可能な層を適用できる。複数のデバイスをまとめて取り扱うパネル中で電子デバイスを作
製できる小形パッケージ化電子デバイス（例えば、エリアアレイチップスケール部品）で
は、デバイスがまだパネル中にある間に、ロールコーティング、メニスカスコーティング
又は他のバッチ適用方法によって取外し可能な層をデバイスに適用できる。
【００２４】
　取外し可能な層は電子デバイスの第１の表面を部分的に覆うように適用され、それによ
ってＩ／Ｏコンタクトは未被覆のままに残される。所望ならば、電子デバイス上の追加領
域を未被覆のままに残すことができる。これは、ジェッティングのような直接ディスペン
スシステムによって、或いは回路板、基板又は部品上にはんだマスク樹脂を選択的に適用
するために使用されるステンシル又はスクリーン印刷標準組立加工段階によって達成でき
る。取外し可能な層は、電子デバイスへの第１及び第２の金属層の適用前又は適用後に電
子デバイスに適用できる。
【００２５】
　電子デバイス上でＩ／Ｏコンタクト以外の領域が取外し可能な層で被覆されないままに
残されるならば、ベース絶縁層の第２の表面上の対応する追加領域も接着剤層で被覆され
ないままに残すべきである。詳しくは、接着剤層はベース絶縁層上の電子デバイス実装部
位の選択領域に適用すべきである。取外し可能な層又は第１の金属層で被覆されない電子
デバイスの第１の表面上の領域は、電子デバイスをベース絶縁層上に配置して結合した場
合、接着剤に接触しない。
【００２６】
　取外し可能な層を形成する一実施形態では、熱可塑性ポリマを液体状態で電子デバイス
上に堆積させ、次いで乾燥する。熱可塑性ポリマは、液体状態のものを適用してもよいし
、或いは（例えば、溶剤と混合して）溶液の一部として堆積させてもよい。一実施形態で
は、好適な溶液は、２．５重量％のＤＭＡＣ（ジメチルアセトアミド）、２７．３重量％
のアニソール及び６６．１重量％のγ－ブチロラクトン（ＧＢＬ）にＣＩＢＡ ＧＥＩＧ
Ｙ ＸＵ ４１２を４．１重量％溶液として添加することで調製される。この材料の液滴を
、約１００～約１０００マイクロメートルの範囲内の厚さを有するコーティングを形成す
るのに十分な量で電子デバイス上にディスペンスすればよい。液状の熱可塑性ポリマを堆
積させた後、相次ぐ一連の熱処理段階で乾燥すればよい。好適な熱処理段階の例は、約１
５０℃で１０～２０分間、約２２０℃で１０～２０分間、及び約３００℃で１０～２０分
間であり得る。熱処理段階の数及び時間並びに使用する温度は、使用する特定の熱可塑性
ポリマに依存する。このような乾燥手順は熱可塑性ポリマ溶液から溶剤を除去して電子デ
バイス上に熱可塑性ポリマの完全に乾燥した層を残し、それによって取外し可能な層を形
成する。
【００２７】
　考慮すべきもう１つの因子は、硬化時に部品に加える圧力である。当然、圧力が大きい
ほど薄いボンドラインが生じる。十分に厚いボンドラインが許すよりも大きい圧力が必要
であれば、ボンドラインの厚さを調節するためにスペーサ材料を接着剤に添加することが
できる。スペーサ材料は、固有特性として望ましい熱伝導率及び電気抵抗率を有すること
があるので、さらに機能的であるように選択することができる。
【００２８】
　取外し可能な層が硬化性材料であれば、取外し可能な層を形成した後にそれを硬化させ
てもよい。取外し可能な層は、熱、放射線又は熱と放射線の組合せによって硬化させるこ
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とができる。好適な放射線には、紫外線（ＵＶ）、電子ビーム及び／又はマイクロ波があ
る。硬化した取外し可能な層は、ウェーハソーイング時及びチップのピック・アンド・プ
レース時に自動化視覚システムがウェーハのソーレーンを識別できるように、可視波長域
で十分に透明でなければならない。このような透明性は、ウェーハソーイング時における
ソーの位置合せ及び配置時におけるチップ又は他の電子デバイスの位置合せを可能にする
。加えて、硬化した取外し可能な層は、ベース絶縁層中にバイアをアブレートするために
使用する波長でレーザ穴あけ可能でなければならない。例えば、硬化した取外し可能な層
は望ましくはレーザ穴あけ可能である。
【００２９】
　接着剤層の適用後、接着剤層を硬化させることができる。接着剤層は接着剤がＢ段階に
達するまで部分的に硬化させるが、この場合に接着剤は完全には硬化していないが以後の
取扱いのためには十分に安定である。接着剤層は熱又は熱と放射線の組合せによって硬化
させることができる。好適な放射線には、ＵＶ及びマイクロ波がある。硬化中に接着剤か
ら生じる揮発分が存在するならば、揮発分の除去を促進するために部分真空を使用できる
。
【００３０】
　電子デバイスの第１の表面に１以上の第１の金属層が適用される。詳しくは、各々の第
１の金属層は電子デバイス上に配置されたＩ／Ｏコンタクトの表面に適用される。各々の
第１の金属層は第１の表面及び第２の表面を有し、第１の金属層の第１の表面はＩ／Ｏコ
ンタクト上に直接配置される。各々の第１の金属層の外周は、第１の金属層を配設するＩ
／Ｏコンタクトの外周に実質的に一致している。完成した相互接続構造体では、各々の第
１の金属層は取外し可能な層に隣接して配置され、取外し可能な層の厚さと実質的に等し
い厚さを有している。第１の金属層は、鉛、銀、スズ、白金、銅、ランタン及び／又はヒ
素やリンやナトリウムのような非金属材料、或いはこれらの２種以上の組合せからなり得
る。好ましい実施形態では、第１の金属層は鉛からなる。
【００３１】
　電子デバイスの第１の表面に１以上の第２の金属層を適用することもできる。各々の第
２の金属層は第１の金属層の第２の表面に適用される。各々の第２の金属層の外周は、第
２の金属層を配設する第１の金属層及びＩ／Ｏコンタクトの外周に実質的に一致している
。完成した相互接続構造体では、各々の第２の金属層は取外し可能な層に隣接して配置さ
れ、第１及び第２の金属層の合計厚さは取外し可能な層の厚さと実質的に等しい。第２の
金属層は、鉛、銅、銀、カドミウム、スズ、タリウム、亜鉛又はこれらの２種以上の組合
せからなり得る。加えて、第１及び／又は第２の金属層は、銀－鉛、スズ－銅、スズ－銀
、鉛－銀、ヒ素－カドミウム、鉛－カドミウム、白金－カドミウム、銅－鉛、ランタン－
スズ、リン－タリウム、白金－鉛、鉛－亜鉛及び白金－タリウムの二成分系からなってい
てもよい。
【００３２】
　第１及び第２の金属層を電子デバイスに適用するための好適な方法は、めっき、真空蒸
着及びスパッタリングがある。第１及び第２の金属層の各々は、電子デバイスへの取外し
可能な層の適用前又は適用後に電子デバイスに適用できる。
【００３３】
　図１(ａ)を参照すれば、本発明の一実施形態では、ベース絶縁層１０は第１の表面１２
及び第２の表面１４を有している。ベース絶縁層は、加工に際して絶縁層に寸法安定性を
与えるため、フレーム構造（図示せず）に固定されている。ベース絶縁層は電気絶縁材料
で形成されている。さらにベース絶縁層は、導電性材料を固定できるポリマフィルムであ
り得る。
【００３４】
　図１(ｂ)に示すように、ベース絶縁層の第２の表面に接着剤層１６を適用できる。接着
剤層は電子デバイス１８に結合できる（図１(ｃ)参照）。このように、接着剤層は電子デ
バイスをベース絶縁層に固定又は結合できる。
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【００３５】
　図１(ｃ)に示すように、電子デバイスは第１の表面２０及び第２の表面２２を有してい
る。電子デバイスの第１の表面は、その上に１以上のＩ／Ｏコンタクト２３が配置された
デバイスの活性表面であり得る。電子デバイス上に配置し得るＩ／Ｏコンタクトの例には
、図示された実施形態に示されるようなパッドがある。電子デバイスの第１の表面の少な
くとも一部分上にはパッシベーション層２１を堆積させることができる。パッシベーショ
ン層は電子デバイスの活性領域を保護すると共にＩ／Ｏコンタクトを露出させる。パッシ
ベーション層はベンゾシクロブテン（ＢＣＢ）、酸化シリコン、窒化シリコン又はポリイ
ミドからなり得る。
【００３６】
　好適な電子デバイスは、マイクロプロセッサ、マイクロコントローラ、ビデオプロセッ
サ又はＡＳＩＣ（Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｓｐｅｃｉｆｉｃ Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ Ｃ
ｉｒｃｕｉｔ）のようなパッケージド又は非パッケージド半導体チップ、個別受動素子或
いはボールグリッドアレイ（ＢＧＡ）キャリヤであり得る。一実施形態では、電子デバイ
スは第１の表面上にＩ／Ｏコンタクトパッドのアレイを配設した半導体シリコンチップで
ある。
【００３７】
　さらに図１(ｃ)を参照すれば、複数の第１の金属層２４、複数の第２の金属層２５及び
取外し可能な層２６が電子デバイスの第１の表面に適用されている。図１(ｃ)に示すよう
な一実施形態では、取外し可能な層は第１の金属層又は第２の金属層で覆われていない領
域において電子デバイスの第１の表面に適用されている。図２(ａ)に示すような別の実施
形態では、取外し可能な層は電子デバイスの第１の表面全体にわたって適用され、したが
って第１及び第２の金属層を覆っている。別法として、図２(ｂ)に示すように、取外し可
能な層及び複数の第１の金属層のみを電子デバイスに適用することができる。続いて、電
子デバイスサブアセンブリをベース絶縁層上にアセンブルすることができる。
【００３８】
　一実施形態では、電子デバイスの活性表面又は第１の表面をベース絶縁層の第２の表面
に接触させて配置することができる。それにより、その上に取外し可能な層並びに第１及
び第２の金属層を有する電子デバイスの活性表面が接着剤層に接触して配置される（図１
(ｄ)参照）。例えば、ベース絶縁層は、ダイストウェーハ又はワッフルパックのような個
片切断チップトレーから各電子デバイス（この場合にはチップ）をつまみ上げる自動化ピ
ック・アンド・プレースシステムの加熱ステージ上に配置できる。部分的に硬化した接着
剤層を加熱することで接着剤は軟化して粘着性になるが、硬化することはない。次いで、
第１の表面を下向きにしてチップを配置することで、チップの活性表面をベース絶縁層の
第２の表面に接触させ、好ましくは各チップのＩ／Ｏコンタクトをベース絶縁層上のフィ
ジューシャルに整列させる（図１(ｄ)参照）。フィジューシャルはインキ、パターン化金
属、スルーホール、或いはベース絶縁層の第１又は第２の表面上に形成されたその他のフ
ィーチャであり得る。
【００３９】
　図３(ａ)に示される一実施形態では、取外し可能な層並びに複数の第１及び第２の金属
層が電子デバイスの第１の表面に適用されている。取外し可能な層は、第１の実施形態に
関して上述したようにして電子デバイスに適用しかつ硬化させることができる。図３(ａ)
に示すように、取外し可能な層並びに第１及び第２の金属層の上部において接着剤層を電
子デバイスの第１の表面に適用し、電子デバイスをベース絶縁層に結合するために使用で
きる。好適な適用方法は上記に記載したものと同じである。
【００４０】
　図３(ｂ)を参照すれば、その上に取外し可能な層、第１及び第２の金属層並びに接着剤
層を有する電子デバイスの活性表面又は第１の表面をベース絶縁層の第２の表面に接触さ
せて配置することができる。ベース絶縁層は、加工に際して絶縁層に寸法安定性を与える
ため、フレーム構造に固定されている。自動化システムでは、ベース絶縁層は、ダイスト
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ウェーハ又はワッフルパックのような個片切断チップトレーから各電子デバイス（この場
合にはチップ）をつまみ上げる自動化ピック・アンド・プレースシステムの加熱ステージ
上に配置できる。チップを加熱することで部分的に硬化した接着剤は軟化して粘着性にな
るが、硬化することはない。次いで、電子デバイスの第１の表面がベース絶縁層の第２の
表面に接触するようにチップを配置し、好ましくは上述したように各チップのＩ／Ｏコン
タクトをベース絶縁層上のフィジューシャルに整列させる。接着剤層は、上述したように
して完全に硬化させることができる。
【００４１】
　相互接続構造体及びベース絶縁層から電子デバイスを回収するためには、封入段階を最
終加工段階まで遅らせればよい。しかし、加工に際して電子デバイスをベース絶縁層上で
封入されないままに放置すれば、非封入表面の非平面性のためにベース絶縁層はパターン
化の問題を生じることがある。
【００４２】
　加工に際してベース絶縁層に寸法安定性を与えるため、ベース絶縁層はフレームパネル
に固定される。図４を参照すれば、一実施形態では、フレームパネル３０は第１の表面３
２及び第２の表面３４を有している。フレームパネルは、ベース絶縁層上の各電子デバイ
ス部位に対して穴又は開口３８を画成する表面を有している（図４(ａ)及び図４(ｂ)参照
）。
【００４３】
　図５に示すように、ベース絶縁層はフレームパネルに固定できる。フレームパネルは、
相互接続構造体の作成に際し、（上述した）フレーム構造の代わりに又はそれに加えてベ
ース絶縁層を安定化する。さらに、フレームパネルは加工に際してベース絶縁層の非封入
表面の平面性を高めることができる。フレームパネルは、相互接続構造体の比較的恒久的
な部材であり得る。図５(ａ)に示すように、フレームパネルは複数の開口３８を含むのに
十分な大きさを有し得る。各開口はベース絶縁層上の異なる電子デバイス部位に対応して
おり、かくしてフレームパネルは複数の電子デバイス部位に安定性及び向上した平面性を
与える。別法として、フレームパネルが単一の開口を含むと共に、ベース絶縁層上の１つ
の電子デバイス部位に安定性及び向上した平面性を与えるようにサイズを決定することも
できる。
【００４４】
　好適なフレームパネルは、金属、セラミック又はポリマ材料で形成できる。好適なポリ
マ材料には、ポリイミド或いはエポキシ樹脂又はエポキシ樹脂ブレンドがある。ポリマ材
料は１種以上の補強充填材を含むことができる。かかる充填材には、繊維又は小無機粒子
がある。好適な繊維はガラス繊維又は炭素繊維であり得る。好適な粒子には、炭化シリコ
ン、窒化ホウ素又は窒化アルミニウムがある。フレームパネルは成形ポリマ構造体であり
得る。一実施形態では、フレームパネルはチタン、鉄、銅及びスズから選択される金属で
ある。別法として、金属はステンレス鋼又はＣｕ：インバール：Ｃｕのような合金又は金
属複合材であり得る。フレームパネルを形成するための具体的な材料は、所望の熱膨張率
、剛性又は他の所望の機械的性質に基づく特定のデザインに関して選択することができる
。フレームパネルは金属コーティングを有し得る。コーティング用の好適な金属にはニッ
ケルがある。フレームパネルはポリマコーティングを有し得る。好適なポリマコーティン
グ材料にはポリイミドがあり、これは密着性を向上させ得る。
【００４５】
　フレーム構造及び／又はフレームパネルは、加工に際してベース絶縁層を安定化する。
しかし、フレーム構造又はフレームパネルの使用が必要でない場合もある。例えば、ロー
ル・トゥ・ロール加工はフレーム構造又はフレームパネルの使用を必要としないことがあ
る。
【００４６】
　フレームパネルは、約１０ｐｐｍ／℃を超える熱膨張率（ＣＴＥ）を有し得る。フレー
ムパネルは、約２０ｐｐｍ／℃未満の熱膨張率（ＣＴＥ）を有し得る。一実施形態では、
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フレームパネルは電子デバイスの厚さに等しいか又はそれに近い厚さを有し得る。別の実
施形態では、フレームパネルは電子デバイスの厚さよりかなり大きい厚さを有し得る。様
々な厚さをもった複数の電子デバイスが電子デバイス部位に配置される実施形態では、フ
レームパネルは最も厚い電子デバイスの厚さに等しいか又はそれに近い厚さを有し得るか
、或いは別法として最も厚い電子デバイスの厚さよりかなり大きい厚さを有し得る。
【００４７】
　一実施形態では、フレームパネルの第１の表面はベース絶縁層の第２の表面に固定され
る（図５(ａ)及び図５(ｂ)参照）。ベース絶縁層は接着剤層４０を用いてフレームパネル
に結合できる。フレームパネルをベース絶縁層に結合するための好適な接着剤には、少な
くとも好適な接着剤として上記に記載した材料がある。好適な適用方法には上記に記載し
たものがある。
【００４８】
　一実施形態では、図５(ｃ)に示すように、フレームパネルは電子デバイスをベース絶縁
層に固定する前にベース絶縁層に結合される。
【００４９】
　加えて、フレームパネルをベース絶縁層に結合するために使用する接着剤層が電子デバ
イスをベース絶縁層に結合するために使用する接着剤層と同じであれば、電子デバイス及
びフレームパネルをベース絶縁層上に配置して同時に硬化させることができる。これは、
加工段階の簡易化又は加工段階の数の減少を可能にする。例えば、図６に示すように、ベ
ース絶縁層１４の第２の表面を熱硬化性樹脂系接着剤層１６で被覆し、接着剤をＢ段階ま
で硬化させる。図６(ｂ)に示すように、ベース絶縁層の第２の表面をフレームパネル３０
の第１の表面に貼り合わせる。取外し可能な層並びに第１及び第２の金属層を既に固定し
た電子デバイス１８を、フレームパネル３０の開口内においてベース絶縁層の第２の表面
上に配置する（図６(ｃ)及び図６(ｄ)参照）。接着剤層を完全に硬化させることでフレー
ムパネル及び電子デバイスの両方をベース絶縁層に結合する。
【００５０】
　図３(ａ)及び図３(ｂ)に示すように、接着剤層が電子デバイスの第１の表面に適用され
るならば、フレームパネル接着剤を用いてフレームパネルの第１の表面をベース絶縁層の
第２の表面に固定できる。フレームパネル接着剤層４０はベース絶縁層の第２の表面のう
ちのフレームパネルに接触する領域に選択的に適用してもよいし、或いは別法としてフレ
ームパネル接着剤はフレームパネルの第１の表面に適用してもよい。フレームパネルをベ
ース絶縁層に結合するための好適な接着剤には、少なくとも好適な接着剤として上記に記
載した材料がある。好適な適用方法には上記に記載したものがある。
【００５１】
　フレームパネルの各開口は、ｘ及びｙ寸法について電子デバイスより約０．２～約５ミ
リメートル（ｍｍ）大きい範囲内にあり得る。このようなサイズ倍率は、以後に電子デバ
イスをベース絶縁層上に配置することを容易にすることができる。別法として、電子デバ
イスをベース絶縁層上に配置及び／又は結合した後にフレームパネルをベース絶縁層上に
配置することもできる。
【００５２】
　例えば図７(ａ)を参照すれば、ベース絶縁層の第２の表面を接着剤層で被覆し、接着剤
をＢ段階まで硬化させる。図６(ｂ)に示すように、その上に取外し可能な層、第１の金属
層及び第２の金属層を有する電子デバイスをベース絶縁層の第２の表面上に配置する。図
７(ｃ)及び図７(ｄ)に示すように、ベース絶縁層の第２の表面をフレームパネルの第１の
表面に貼り合わせる。電子デバイスをフレームパネルの開口内に配置する。最後に、接着
剤層を完全に硬化させることでフレームパネル及び電子デバイスをベース絶縁層に結合す
る。
【００５３】
　一実施形態では、サブアセンブリは、接着剤層と取外し可能な層との間並びに接着剤層
と第１及び第２の金属層との間に配設されてサンドイッチを形成するバリヤコーティング
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を含んでいる。バリヤコーティングは、接着剤層から取外し可能な層、第１の金属層及び
第２の金属層への反応性化学種の移動を阻止し、加工中に接着剤層が取外し可能な層、第
１の金属層及び第２の金属層と反応するのを防止できる。かかる反応が起これば、それは
接着剤層と取外し可能な層との間或いは接着剤層と第１又は第２の金属層との間に弱い界
面又は欠陥点を引き起こすことがある。例えば、熱硬化性樹脂系接着剤層は高温プロセス
（例えば硬化）中に取外し可能な層の熱可塑性樹脂材料と反応することがある。
【００５４】
　バリヤコーティングは、取外し可能な層並びに第１及び第２の金属層を電子デバイスに
適用した後、取外し可能な層並びに第１及び第２の金属層（「の上部」）の外側に向いた
表面に適用すればよい。バリヤコーティングは有機層又は無機層であり得る。有機バリヤ
コーティングを使用する実施形態では、それは接着剤層又は取外し可能な層の適用に適す
るものとして本明細書中に示した方法（特に限定されないが、化学蒸着、プラズマ蒸着又
は反応スパッタリングを含む）によってベース絶縁層又は電子デバイスに適用できる。無
機バリヤコーティングを使用する実施形態では、それは例えばＣＶＤ、真空蒸着又はスパ
ッタリングによって堆積させることができる。バリヤコーティングは、ウェーハ加工後か
つウェーハソーイング前にウェーハレベルで適用できる。別法として、バリヤコーティン
グはウェーハソーイング後に個片切断チップ上に適用することもできる。
【００５５】
　バリヤコーティングは、ポリオレフィン、ポリエステル又は無定形水素化炭素から選択
される１種以上の有機材料を含み得る。他の好適なバリヤコーティングは、Ｔａ２Ｏ５、
Ａｌ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ３、Ｂｉ２Ｏ３、ＷＯ３又はＺｒＯ２のような無機材料から形成で
きる。
【００５６】
　一実施形態では、電子デバイスをベース絶縁層に結合した後、電子デバイスとベース絶
縁層との間に電気的接続が設けられる。詳しくは、電子デバイス上に配置されたＩ／Ｏコ
ンタクトとベース絶縁層上に配置された電気導体との間に電気的接続が設けられる。
【００５７】
　図８を参照すれば、ベース絶縁層上に配置し得る好適な電気導体４１には、パッド、ピ
ン、バンプ及びはんだボールがある。ベース絶縁層と電子デバイスとの間の電気的接続は
、特定用途向けパラメータに基づいて選択される構造であり得る。例えば、ベース絶縁層
及び接着剤層を貫通して電子デバイス上の１以上の第１の金属層又は第２の金属層に達す
る開口、穴又はバイア４２が形成される（図８(ａ)参照）。別法として、図２(ａ)に示す
ように取外し可能な層が第１の金属層及び第２の金属層上に適用されるならば、開口、穴
又はバイア４２はベース絶縁層、接着剤層及び取外し可能な層を貫通して電子デバイス上
の１以上の第１の金属層又は第２の金属層に達するように形成すればよい。レーザアブレ
ーション、湿式化学エッチング、プラズマエッチング又は反応イオンエッチングによって
バイアを形成できる。一実施形態では、バイアはマイクロバイアとなるようにサイズ決定
すればよい。
【００５８】
　バイアの直径は約１０マイクロメートル未満であり得る。一実施形態では、バイアの直
径は約１０～約２０マイクロメートル、約２０～約３０マイクロメートル、約３０～約４
０マイクロメートル、約４０～約５０マイクロメートル又は約５０マイクロメートルを超
える範囲内にある。
【００５９】
　レーザアブレーション技法によってバイアを形成するならば、ベース絶縁層をフレーム
構造で支持し、ひっくり返して自動化レーザシステム上に配置すればよい。レーザシステ
ムは、選択された位置でベース絶縁層をレーザアブレートするようにプログラムすればよ
い。このプロセスによれば、ベース絶縁層及び接着剤層を貫通して電子デバイス１８上の
Ｉ／Ｏコンタクト上に配置された第２の金属層に達する１以上のブラインドバイアが形成
される。Ｉ／Ｏコンタクト上に第２の金属層が配設されなければ、バイアは第１の金属層
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まで延在する。所望ならば、レーザアブレーションに続いてバイア中の残留灰及び残留接
着剤層を除去するスミア除去又はスカム除去プロセスを実施することで、電子デバイス上
の第１の金属層又は第２の金属層を露出させることができる。この段階は、反応イオンエ
ッチ（ＲＩＥ）、プラズマクリーン又は湿式化学エッチで実施できる。所望ならば、ベー
ス絶縁層の第１の表面上にトレース、電力面又は接地面を形成できる。
【００６０】
　図８(ｂ)を参照すれば、電子デバイス上のＩ／Ｏコンタクト上に配置された１以上の第
１の金属層又は第２の金属層まで延在するバイア中及びベース絶縁層１０の第１の表面上
に、参照番号４４で示される導電性材料を堆積させればよい。導電性材料は導電性ポリマ
であってよく、ジェッティング又はスクリーニングによって堆積させることができる。好
適な導電性材料の例には、金属粒子充填材を組み込んだエポキシ樹脂、ポリスルホン又は
ポリウレタンがある。好適な金属粒子には銀及び金がある。他の好適な金属には、Ａｌ、
Ｃｕ、Ｎｉ、Ｓｎ及びＴｉがある。金属充填材入りポリマ材料とは別に、固有の導電性ポ
リマを使用することもできる。好適な導電性ポリマには、ポリアセチレン、ポリピロール
、ポリチオフェン、ポリアニリン、ポリフルオレン、ポリ－３－ヘキシルチオフェン、ポ
リナフタレン、ポリ－ｐ－フェニレンスルフィド及びポリ－ｐ－フェニレンビニレンがあ
る。粘度及び安定性の問題が解消されるならば、固有の導電性ポリマに導電性充填材を混
入して導電率をさらに高めることができる。
【００６１】
　導電性材料が金属であれば、導電性材料はスパッタリング、真空蒸着、電気めっき及び
無電解めっきの１以上を含む方法によって堆積させることができる。一実施形態では、ベ
ース絶縁層の第１の表面及び第２の金属層まで延在するバイアの露出面が複合スパッタめ
っき・電気めっき手順を用いて金属被覆される。ベース絶縁層の第１の表面及びバイアが
スパッタシステムに暴露されるようにして、ベース絶縁層を真空スパッタシステム内に配
置する。バックスパッタ段階により、露出した第２の金属層をスパッタエッチすることで
残留接着剤及び天然の金属酸化物が除去される。さらに、バックスパッタ段階はベース絶
縁層の表面にもエッチングを行う。第１の金属層又は第２の金属層のスパッタエッチは次
の金属被覆段階の接触抵抗を低下させる一方、ベース絶縁層のエッチングはベース絶縁層
の第１の表面に対する金属密着性を高めることができる。
【００６２】
　図８(ｂ)に示すように、ベース絶縁層の第１の表面上、バイアを画成する側壁上、及び
露出した第１の金属層又は第２の金属層上にシード金属層４４をスパッタ堆積させる。Ｔ
ｉ又はＣｒのようなバリヤ金属及びＣｕ又はＡｕのような非バリヤ金属を含む二元金属系
が使用できる。バリヤ金属は約１０００～約３０００Åの範囲内の厚さにめっきでき、非
バリヤ金属は約０．２～約２．０マイクロメートルの範囲内の厚さにめっきできる。金属
堆積段階は、ベース絶縁層の第１の表面（又は非部品側）上に金属相互結線を形成できる
。
【００６３】
　スパッタリング段階の後、図８(ｃ)に示すように、非バリヤシード金属の比較的厚い層
がベース絶縁層の第１の表面上に電気めっきされる。好適な金属被覆パターニングプロセ
スは、図８に示すようなセミアディティブ（ｓｅｍｉ－ａｄｄｉｔｉｖｅ）又はパターン
プレートアッププロセスを含み得る。バイア側壁を含めたベース絶縁層の表面上のシード
金属層に金属を電気めっきすることで、約０．５～約２マイクロメートルの範囲内の厚さ
をもっためっき層を形成する。ベース絶縁層の第１の表面上のめっき層を覆ってフォトマ
スク材料を配設し、フォトパターン化して表面の特定領域を露出させる。金属を保持する
ことが望まれるベース絶縁層の第１の表面上の領域（例えば、相互接続トレース及びバイ
ア）からフォトマスク材料を除去する。金属を除去することが意図されるベース絶縁層表
面の領域は、フォトマスク材料で覆われたままに残す。図８(ｃ)を参照すれば、フォトマ
スク材料をパターン化した後、絶縁層の第１の表面の露出領域上に約２～約２０マイクロ
メートルの範囲内の厚さをもった厚い金属をめっきする。プレーテッドアップ金属はパタ
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ーン化フォトレジストの直立した側壁に従った側壁を有するので、フォトレジストの厚さ
はプレーテッドアップ金属の厚さより大きくなければならない。厚い金属をめっきした後
、残りのフォトマスク材料を除去し、得られた薄いシード金属の露出領域を複数の湿式金
属エッチ浴で除去すると共に、プレーテッドアップ金属及びスパッタード金属を除去する
。それにより、図８(ｄ)に示すように所望の金属被覆パターンが残される。
【００６４】
　一手順では、サブトラクティブ（ｓｕｂｔｒａｃｔｉｖｅ）金属パターニングプロセス
を使用する。この方法では、めっき層にめっきすることで、電子部品の回路要件に基づい
て約２～約２０マイクロメートルの範囲内の厚さをもった厚い層にする。ベース絶縁層の
第１の表面を覆ってフォトマスク材料を配設し、次いでフォトパターン化して表面の特定
領域を露出させる。金属を保持することが望まれるベース絶縁層の第１の表面上の領域（
例えば、相互接続トレース、第２の金属層及びバイア）をフォトレジストで覆われたまま
に残す一方、金属を除去することが意図されるベース絶縁層の領域は覆われないままに残
す。複数の標準的な湿式金属エッチ浴により、露出したベース絶縁層表面領域上のプレー
テッドアップ金属及びスパッタード金属を除去する一方、残りの領域はマスキング材料に
よって湿式エッチャントから保護される。エッチング段階の完了後、残留するフォトレジ
スト材料を除去する。フォトレジスト材料の除去により、図８(ｄ)に示すように所望の金
属被覆パターンが明らかになる。ベース絶縁層と電子デバイスとの間の電気結線は、はん
だプロセスを用いて形成することもできる。
【００６５】
　先行するプロセス段階により、第１の相互接続層４８及び電子デバイスのＩ／Ｏコンタ
クトへの電気的接続が完成する。マイクロプロセッサ、ビデオプロセッサ及びＡＳＩＣ（
特定用途向け集積回路）のような半導体チップを含む１以上の複雑な電子デバイスに対す
る相互接続には、所要のチップＩ／Ｏコンタクトのすべてに対する完全なルーチングのた
めに追加の相互接続層が必要となることがある。これらの電子デバイスに関しては、ベー
ス絶縁層の第１の表面上に１以上の追加相互接続層を形成できる。ルーチング複雑度の低
い一層簡単な電子デバイスに関しては、ただ１つの相互接続層しか必要でないこともある
。
【００６６】
　一実施形態では、第１の相互接続層に追加の絶縁層５０を結合することで追加の相互接
続層が形成される。図９(ａ)に示す一実施形態では、追加の絶縁層は第１の表面５２及び
第２の表面５４を有しており、追加の接着剤層５６で被覆されている。本発明で使用する
のに適した接着剤には、好適な接着剤として上記に記載した材料がある。追加の接着剤層
が熱硬化性材料を含むならば、追加の絶縁層に追加の接着剤層を適用した後、接着剤をＢ
段階まで硬化させる。別の実施形態では、追加の接着剤層を第１の相互接続層の第１の表
面に適用できる。さらに別の実施形態では、追加の絶縁層を第１の相互接続層の第１の表
面上に液体状態で適用し、その場で硬化させることができる。
【００６７】
　追加の接着剤層を追加の相互接続層又は別法として以前の相互接続層の第１の表面に適
用するための好適な方法には、スプレーコーティング、スピンコーティング、ロールコー
ティング、メニスカスコーティング、漬け塗り、トランスファコーティング、ジェッティ
ング、液滴ディスペンシング、パターンプリント堆積及びドライフィルムラミネーティン
グがある。図９(ａ)に示すように、追加の接着剤層５６は約５マイクロメートルを超える
厚さを有し得る。一実施形態では、追加の接着剤層は約５～約１０マイクロメートル、約
１０～約２０マイクロメートル、約２０～約３０マイクロメートル、約３０～約４０マイ
クロメートル、約４０～約５０マイクロメートル又は約５０マイクロメートルを超える範
囲内の厚さを有する。別の実施形態では、接着剤層は追加の絶縁層の表面に適用されたプ
レハブ（ｐｒｅｆａｂｒｉｃａｔｅｄ）粘着フィルムであり得る。
【００６８】
　図９(ｂ)を参照すれば、追加の絶縁層の第２の表面がベース絶縁層の第１の表面（非部
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品側）に接触して配置される。接着剤層５６を完全に硬化させることで、追加の絶縁層を
ベース絶縁層及び相互接続層４８に結合する。一実施形態では、加熱真空ラミネーション
システムを用いて追加の絶縁層をベース絶縁層の第１の表面上に貼り合わせる。
【００６９】
　追加の絶縁層上の電気導体４１は、ベース絶縁層上の電気導体４１に電気的に接続され
る。例えば、図９(ｃ)に示すように、追加の絶縁層及び接着剤層を貫通してベース絶縁層
上の選択された金属導体に達するバイアを形成すればよい。上述したように第１の相互接
続層中にバイアを形成しかつ導電性材料を堆積させるために使用したものと同じプロセス
段階を使用することで、追加の絶縁層及び接着剤層中に導電性バイアを形成できる（図９
(ｄ)参照）。
【００７０】
　一実施形態では、第１の相互接続層に関して上述した金属被覆及びパターニング段階を
用いて追加の絶縁層の第１の表面を金属被覆することで第２の相互接続層が完成する。同
様にして複数の追加相互接続層を形成することができる。
【００７１】
　複数の相互接続層が協働して、図９(ｄ)及び図１０に示すような相互接続アセンブリを
画成する。相互接続アセンブリは第１の表面６２及び第２の表面６４を有している。アセ
ンブリの第１の表面を誘電体又ははんだマスキング材料６８で被覆して金属トレ－スをパ
ッシベートすると共に、アセンブリ又はパッケージＩ／Ｏコンタクトとして使用するため
のコンタクトパッドを画成することにより、相互接続アセンブリを完成させることができ
る。パッケージＩ／Ｏコンタクトは、さらに頑強なＩ／Ｏコンタクトを得るため露出した
コンタクトパッドに適用される追加の金属堆積物（例えば、Ｔｉ：Ｎｉ：Ａｕ）を有し得
る。追加の金属堆積物は電気めっきによって適用できる。Ｉ／Ｏコンタクトパッドは、こ
れらに取り付けられ又はパッドアレイを形成する際に残されたピン、はんだ球又はリード
を有し得る。図１０は、ボールグリッドアレイのようなはんだ球６９のアレイを有する相
互接続アセンブリ６０を示している。他の相互接続構造体も使用できる。例えば、相互接
続アセンブリはピングリッドアレイのようなピンのアレイを有していてもよい。
【００７２】
　相互接続層又は複数の相互接続層を含む相互接続アセンブリであり得る相互接続構造体
の完成時には、標準的な電気試験ステーションによってすべての相互接続が適正であるか
否かが判定される。「適正」とは、回路が開路又は短絡を含まないことを意味する。試験
により、相互接続構造体に欠陥があるか、或いは相互接続構造体上の別の部品に欠陥があ
ることが示されれば、良い電子デバイスを欠陥のあるパッケージから回収すればよい。別
法として、電子デバイスに欠陥のあることが判明すれば、欠陥のあるデバイスを相互接続
構造体から取り外し、新しいものと交換すればよい。
【００７３】
　一実施形態では、取外し可能な層、第１の金属層及び第２の金属層の各々は軟化点又は
融点を有している。取外し可能な層、第１の金属層及び第２の金属層の各々は、約２５０
～約３５０℃の軟化点又は融点を有している。電子デバイスは、取外し可能な層、第１の
金属層及び第２の金属層をその軟化点又は融点まで加熱することで相互接続構造体から回
収できる。その温度では、ベース絶縁層及び相互接続構造体から解放すべき又は取り外す
べき電子デバイスを回収できる。取外し可能な層、第１の金属層及び第２の金属層を熱源
に暴露することで取外し可能な層並びに第１及び第２の金属層を軟化又は融解する。この
ような技法を用いれば、電子デバイスは保持装置によってしっかりと固定されているので
、相互接続構造体を電子デバイスから剥ぎ取ることができる。好適な保持装置は真空又は
機械的クランプを使用すればよい。クランプは相互接続構造体のへりをつかみ、相互接続
構造体を電子デバイスから取り外し又は剥ぎ取ることができる。
【００７４】
　取外し可能な層、第１の金属層及び第２の金属層は、電子デバイス又はその活性表面上
の要素に損傷を与えることなしに電子デバイスを回収することを可能にする。このことは
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、低Ｋ（誘電率）の中間層誘電体を使用する最新の半導体デバイスに関して特に重要であ
る。かかるデバイスは低い機械的強度を有していて損傷を受けやすいからである。
【００７５】
　別の取外し方法では、相互接続構造体を加熱ステージ上に取り付けることができ、そこ
では二次熱源が電子デバイス及びデバイスを取り巻く領域の局部加熱をもたらす。取外し
可能な層、第１の金属層及び第２の金属層がその軟化点又はその融点に加熱される。取外
し可能な層が熱可塑性ポリマ又は熱硬化性ポリマからなるならば、第１又は第２の金属層
の軟化点又は融点以上でありさえすれば、ポリマの材料特性によって決定される温度に取
外し可能な層を暴露することによって取外し可能な層を軟化又は融解することができる。
【００７６】
　機能的で無傷の電子デバイスを不良なベース絶縁層から分離するのであれば、取外し可
能な層、第１の金属層及び第２の金属層の軟化点又は融点は電子デバイスの最高損傷閾値
温度より低くなければならない。電子デバイスの最高損傷閾値温度とは、電子デバイスに
損傷を与えることなしに（その上の回路部品を含めた）電子デバイスを暴露し得る最高の
温度である。別法として、不良の電子デバイスを機能的で無傷のベース絶縁層から取り外
すことが所望されるならば、取外し可能な層、第１の金属層及び第２の金属層の軟化点又
は融点はベース絶縁層の最高損傷閾値温度より低くなければならない。（その上の回路部
品を含めた）ベース絶縁層の最高損傷閾値温度とは、部品に損傷を与えることなしにベー
ス絶縁層を暴露し得る最高の温度である。かくして、相互接続構造体から、欠陥のある電
子デバイス又は欠陥のある残りの部品のいずれかを取り外すことができる。
【００７７】
　一実施形態では、相互接続構造体は、電子デバイスをベース基板に電気的に接続して相
互接続構造体を画成及び形成するために比較的微小なピッチ（約５０～約１０００マイク
ロメートル）のはんだ球アレイを使用するフリップチップ又はチップスケール電子デバイ
スを含んでいる。図１１(ａ)を参照すれば、回路板又は１以上の相互接続層を含むたわみ
性相互接続構造体のようなベース基板８０は第１の表面８１及び第２の表面８２を有して
いる。複数のコンタクトパッド８３がベース基板の第２の表面上に配設されており、ベー
ス基板の第２の表面の少なくとも一部分上にはパッシベーション層８４を配設することが
できる。パッシベーション層はベース基板の電気的フィーチャを保護すると共に、コンタ
クトパッドを露出させる。パッシベーション層は、エポキシ樹脂のようなはんだマスク材
料からなり得る。複数の第１の金属層８６、複数の第２の金属層８７及び取外し可能な層
８８がベース基板の第２の表面に適用されている。
【００７８】
　図１１(ｂ)を参照すれば、フリップチップ又はチップスケール部品の形態をもった電子
デバイス９０及び９０′は第１の表面９２及び第２の表面９３を有している。フリップチ
ップ又はチップスケール部品の第１の表面上にはＩ／Ｏコンタクトパッド９４が配置され
ている。Ｉ／Ｏコンタクトをベース基板上それぞれのコンタクトパッドに電気的に接続す
るため、部品のＩ／Ｏコンタクト上に導電性要素９６が配設されている。導電性要素は、
金属、導電性ポリマ又は導電性粒子を混入したポリマからなり得る。
【００７９】
　図１１(ｃ)を参照すれば、電子デバイスはベース基板上に配置され、導電性要素が電子
デバイス上に位置するＩ／Ｏコンタクトとベース基板上に位置する対応コンタクトパッド
との間に機械的結合及び電気的接続を生み出す。導電性要素がポリマからなる場合、結合
はポリマをポリマ硬化温度より高く加熱することで達成される。別法として、導電性要素
が金属からなる場合、結合は金属をその融点より高く加熱することで達成される。電子デ
バイスの第１の表面とベース基板の第２の表面との間にアンダーフィル層９８を配設する
ことができる。アンダーフィル層は、基板のコンタクトパッドに結合した後の導電性要素
を封入する。かくして、アンダーフィルは基板ではなく取外し可能な層並びに第１及び第
２の金属層に結合される。電子デバイス実装部位の下方に取外し可能な層並びに第１及び
第２の金属層を適用することは、アンダーフィルの硬化が起こった後に電子デバイスの取
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外しを可能にする。一実施形態では、相互接続構造体を加熱ステージ上に取り付けること
ができる。二次熱源が電子デバイス及びデバイスを取り巻く領域に局部加熱をもたらす。
いずれも電子デバイスを相互接続構造体に結合している取外し可能な層接合部、第１及び
第２の金属層接合部並びにはんだ接合部がその軟化点又はその融点に加熱される。これに
より、取外し可能な層、第１の金属層、第２の金属層及び電子デバイスは解放され、熱硬
化性樹脂アンダーフィルを全く無傷のままに残しながら電子デバイスを実装部位から取り
外すことができる。以前の実装部位をクリーニングすることで残留物又は残骸を除去でき
る。最後に、導電性要素を有する新しい電子デバイスを基板上に実装し、基板に結合し、
アンダーフィルすることで欠陥部品の交換が完了する。
【００８０】
　電子デバイスを相互接続構造体から取り外せば、残留接着剤層及びバイア内に配置され
た導電性材料が電子デバイス上に残存することがある。電子デバイス表面上及びバイア内
に残存する導電性材料又は過剰の残留接着剤層は湿式エッチング、プラズマエッチ、化学
エッチ又は反応イオンエッチによって除去でき、残存する接着剤はプラズマエッチ、化学
エッチ又は反応イオンエッチによって除去できる。加えて、導電性材料が金属からなる場
合には、電子デバイス上に残存する部分の導電性材料は金属エッチによって除去できる。
導電性材料がＣｕ又はＴｉ：Ｃｕバイメタル構造体を含む場合には、Ｃｕを硝酸でエッチ
ングして薄いＴｉ金属被覆をその場に残すことができる。さらに、電子デバイス上に残存
する部分の第１の金属層又は第２の金属層は金属エッチによって除去できる。
【００８１】
　残存する残留接着剤層、導電性材料、第１の金属層及び第２の金属層を電子デバイスか
ら除去した後には、デバイスはほとんど元の状態にあり、別の相互接続構造体中にアセン
ブルすることができる。
【００８２】
　チップ・オン・フレックス、プラスチック高密度相互接続体（ＨＤＩ）及び高Ｉ／Ｏカ
ウントプロセッサチップについては、本明細書中に開示された実施形態を使用することが
有益であり得る。チップ・オン・フレックスプロセスでは、電子デバイスをベース絶縁層
に結合した後に複雑な相互接続構造体を作製する必要がある。それは、多数のチップＩ／
Ｏパッドに対するルーチングのために必要な層の数の点で複雑であり、また必要な相互接
続層の複雑度の点で複雑である。これは、約２～約１０％という、相互接続構造体当たり
の望ましくない欠陥率を有することがある。複雑な相互接続構造体の損失は、再加工プロ
セスが利用できなければ、高価なプロセッサチップを廃棄するリスクをもたらす。１以上
の開示された方法による回収は、正規の動作温度にわたって安定であり、高いはんだリフ
ロー温度に耐えるが、電子部品を相互接続構造体から回収する必要があれば取外し可能で
ある結合部に関する比較的低応力の回収プロセスを提供し得る。
【００８３】
　一実施形態では、相互接続構造体からの電子デバイスを可能にするため、封入を最終の
加工段階まで遅らせることができる。相互接続構造体及び電子デバイスに欠陥のないこと
が判明すれば、電子デバイスを取り巻く領域を封入することで、電子デバイス及び相互接
続構造体を水分及び熱機械的応力からさらに保護することができる。ベース絶縁層及び露
出電子デバイスを封止材料７０で封入してベース絶縁層及び露出電子デバイスを完全に埋
め込むことができる（図１０参照）。別の実施形態では、ベース絶縁層及び露出電子デバ
イスを部分的に封入してベース絶縁層及び電子デバイスを埋め込むこともできる（図１０
参照）。一実施形態では、ポッティング又は成形プロセスを用いて封入を行う。好適な成
形プロセスには、流し込み成形、トランスファ成形及び圧縮成形がある。好ましくは、ダ
ム・アンド・フィル封入方法が使用される。
【００８４】
　使用できる封入材料には、熱可塑性ポリマ及び熱硬化性ポリマがある。好適な脂肪族ポ
リマ及び芳香族ポリマには、ポリエーテルイミド、アクリル樹脂、ポリウレタン、ポリプ
ロピレン、ポリスルホン、ポリテトラフルオロエチレン、エポキシ樹脂、ベンゾシクロブ
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テン（ＢＣＢ）、室温加硫性（ＲＴＶ）シリコーン及びウレタン樹脂、ポリイミド、ポリ
エーテルイミド、ポリカーボネート、シリコーンなどがある。一実施形態では、封入材料
は比較的低い硬化温度が利用できる点で熱硬化性ポリマである。封入材料は充填材を含む
ことができる。充填材の種類、サイズ及び量は、熱伝導率、熱膨張率、粘度及び吸湿性の
ような各種の成形材料特性を調整するために使用できる。例えば、これらの材料は無機物
質の粒子、繊維、スクリーン、マット又は板を含み得る。好適な充填材には、ガラス、シ
リカ、セラミック、炭化ケイ素、アルミナ、窒化アルミニウム、窒化ホウ素、ガリウム並
びに他の金属、金属酸化物、金属炭化物、金属窒化物及び金属ケイ化物がある。他の好適
な充填材には、炭素系材料がある。
【００８５】
　フレームパネルを使用するならば、それは電子デバイスの取付け前（図６参照）、電子
デバイスの取付け後（図７参照）、又は相互接続アセンブリの完成後に適用できる。後者
のアプローチでは、フレームパネルの主面に接着剤を適用し、相互接続アセンブリの第２
の表面に結合する。これらのフレームパネル取付方法のいずれにおいても、各フレームパ
ネル開口の内縁と開口内に配設される電子デバイスの外縁との間にギャップ又はモート領
域が存在することがある。このギャップは、充填されないままに残してもよいし、或いは
封入材料で完全に又は部分的に充填してもよい。フレームパネル開口の内縁と電子デバイ
スの外縁との間のギャップは、充填率が１０～９０％となるようにして部分的に充填でき
る。封入材料は硬化させることができる。特定の実施形態では、封入材料及び接着剤層を
同時に硬化させることが有益であり得る。
【００８６】
　ベース絶縁層及び露出電子デバイスを封止した後、電子デバイスに対する熱保護を与え
るため、電子デバイスの第２の表面に蓋／熱スプレッダ７２を結合することができる。蓋
／熱スプレッダは熱界面材料（ＴＩＭ）７４を用いて結合される。蓋／熱スプレッダはま
た、接着剤７６を用いてフレームパネルの第２の表面にも結合できる。別法として、約５
～約１００ワット又はそれ以上の放熱を示す高出力デバイスに関しては、デバイス動作中
の熱除去を容易にするために電子デバイスの裏面を露出したままにしておくこともできる
。
【００８７】
　本明細書中に説明した実施形態は、特許請求の範囲に記載した本発明の構成要素に相当
する構成要素を有する組成物、構造物、装置及び方法の例である。この説明によれば、当
業者は同様に特許請求の範囲に記載した本発明の構成要素に相当する別の構成要素を有す
る実施形態を製造し使用することができよう。したがって、本発明の技術的範囲は、特許
請求の範囲の字義通りの表現と違わない組成物、構造物、装置及び方法を包含するばかり
でなく、さらには特許請求の範囲の字義通りの表現との軽微な相違を有する他の構造物、
装置及び方法も包含する。本明細書中には若干の特徴及び実施形態のみを例示し説明した
が、当業者には数多くの修正及び変更が想起されるであろう。特許請求の範囲はかかる修
正及び変更のすべてを包含する。
【符号の説明】
【００８８】
　１０　ベース絶縁層
　１６　接着剤層
　１８　電子デバイス
　２３　Ｉ／Ｏコンタクト
　２４　第１の金属層
　２５　第２の金属層
　２６　取外し可能な層
　８０　ベース基板
　８３　コンタクトパッド
　８６　第１の金属層
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　８８　取外し可能な層
　９０　電子デバイス
　９４　Ｉ／Ｏコンタクト
　９６　導電性要素
　９８　アンダーフィル層
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【図３】
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【図９】
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